
Kobe University Repository : Kernel

PDF issue: 2024-08-08

大学財政支援のための新政府の方向性検討

(Citation)
高等教育無償化に係る法制と諸方策 : 前韓国教育行政学会会長／元大韓教育法学会会長コ ジョ
ン教授の論考をもとにした対話

(Issue Date)
2022-07-30

(Resource Type)
conference object

(Version)
Accepted Manuscript

(URL)
https://hdl.handle.net/20.500.14094/90009636

ハ, ボンウン
多胡, 太佑(翻訳)



補足議論





1

区分
2015 2016 2017 2018 2019 2020

登録金 変動率 登録金 変動率 登録金 変動率 登録金 変動率 登録金 変動率 登録金 変動率

大学 5715.3 0.04 5743.4 0.54 5766.8 0.38 5791.0 0.42 5807.9 0.28 5829.5 0.40

専門大学 4164.3 0.11 4166.9 0.01 4171.3 0.09 4173.3 0.03 4176.6 0.04 4189.9 0.35

注: 1) 登録金は当該年度の国公立大学と私立大学の登録金の平均を表す。
2) 変動率は登録金の前年度の金額比値上げ率を表す。

<表 1> 大学登録金値上げ率の現状（単位：千ウォン、％）



• 地方教育財政交付金に含まれて市道教育庁に交付

される（国税）教育税を高等教育財政に転換し

て支援

• このためには、法律改正が必要になるので、今後、国

会での激しい議論と、市道教育庁からの反発が予

想される。

教育領域 教育自治か否か 財政

学

校

教

育

高等教育
教育自治の排除領域

（教育部：国立及び私立

広域自治団体：公立）

幼・小・
中等教育

教育自治領域
地方教育財政交付

金法

乳・幼児
保育

教育自治の排除領域
(保健福祉部：企画及び調整等

各レベルの地方自治団体：執行
及び実務など

ヌリ課程

生涯教育

教育自治の排除領域
（教育部：企画及び調整など

各レベルの地方自治団体：執行
及び実務など）

生涯教育振興

地方教育自治領域とその排除領域



＜現在の構造＞ ＜改編構造＞

税源区分
徴収額

(2018)
配分 税源区分 2022 2023

国内分 47,275億ｳｫﾝ

幼特会計

1.85兆ｳｫﾝ

金融・保険業者

収入金額

教育支援

特別会計

教育支援

特別会計

(幼特会計

統合）

金融・保険業者収入金額 10,915億ｳｫﾝ

個別消費税額 5,452億ｳｫﾝ

⇒ 個別消費税額

幼特会計

普通交付金

3.34兆ｳｫﾝ

酒税額 7,878億ｳｫﾝ

酒税額

交通・エネルギー・環境税額 23,030億ｳｫﾝ

交付金

転出

交通・エネルギ

ー・環境税額輸入分 3,701億ｳｫﾝ

合計 50,976億ウォン

[図２] 教育税（国税分）を活用した高等・生涯教育の投資拡大の構造





内国税分

交付金

内国税 総額の

11.8％→13.0％(’01)→19.4％('05)

→20.0％(’08)→20.27％(’10)→20.46％(’19)→20.79％(’20)

* 内国税 : 所得税、法人税、相続贈与税、付加価値税、個別消費税、

証券取引税、印紙税、過年度収入
地方教育財政

交 付 金

教育税分

交付金

国税教育税の一部

[金融・保険業者の収入金額の0.5％、個別消費税額の30％(灯・重油、

ブタン及び副産物油類15％)、交通税額（ガソリン・軽油）の15％、

酒税額の10％（酒税率70％超過の酒類は30％)]

* 国税教育税の一部は「幼児教育支援 特別会計」の財源として活用

※ 国庫補助金、

幼児教育支援

特別会計 別途

地方教育税

取得税算出金額の20％、登録免許税額の20％、

均等割住民税額の10～25％、財産税額の20％、

タバコ消費税額の43.99％、レジャー（レース・馬券）税額の40％、

自動車税額の30％

地方教育

財政

地方自治団体

一般会計

転入金

タバコ消費税

転入金
特別市・広域市のタバコ消費税額の45％

市・道税転入金
市・道税総額（目的税除く)の3.6％〜10％

→特別市10%、広域市及び京畿・ジェジュ５%、その他に道3.6％

交付金

補填金

地方消費税 拡大分（付加価値税の６％）の内、

20.27％(地方教育財政交付金減少分）

その他
学校用地一般会計負担金、教育給与（保健福祉部）負担金、高校無

償教育費 負担金、自治団体 非法廷転入金、公共図書館運営費など




